
 
*「子育ち」：「子ども自身が権利主体として自らの意思でいきいきと成長していく」ことであり、子どもが本来
持っている力に気づき、自身の力と意思で自己成長させていくことをさします。 

 

目黒区子ども条例（仮称）制定に向けて（答申） 

～子どもを支えるまち、めぐろをめざして～ 

平成 17年 3月 目黒区子どもの条例を考える区民会議 
 

 
目黒区では、子どもの人権施策を一層推進することにより、目黒区の未来を担う子どもたち

がいきいきと元気に過ごせるまちの実現を目指して「子ども条例（仮称）」の制定に取り組んで

います。その検討にあたって、条例の基本的な考え方及び条例に盛り込むべき内容に対する助

言を得ることを目的として、平成 16 年 1 月学識経験者や公募区民からなる「子どもの条例を考

える区民会議（以下「区民会議」といいます。）」が設置され、区長より諮問を受けました。 

区民会議では、条例づくりのプロセスを大切にすること、協働によるまちづくりの一環とし

ていくこと、めぐろ発の“子ども支援条例”をめざすことを方針として話し合いを重ね、昨年

10 月、「目黒区子ども条例（仮称）制定に向けて―中間報告―」をまとめ、区報や区ホームペ

ージで公表するとともに、地区別説明会を開催し多くの区民の方からご意見、ご要望をいただ

きました。 

区民会議では、こうした経過を経て、区長からの諮問に応じて「目黒区子ども条例（仮称）

の基本的な考え方及び条例に盛り込むべき内容について」答申としてとりまとめました。 

 
※答申の全文は目黒区総合庁舎内区政情報コーナー、子育て支援課、児童館、保育園、地区サービス事務所、

住区センター、図書館、目黒区ホームページ（http://www.city.meguro.tokyo.jp/）などでご覧いただけます。 
 

 
 
 
 
 
 

目黒区子ども条例（仮称）に盛り込むべき内容（答申）の概要 
 
 
１ 条例制定の趣旨、意義、背景など 

（１）人権と平和、子どもの人権を尊重するまち、めぐろ 
 区は、子どもの人権が尊重され、子どもたちが安全で、安心していきいきと生活し、学びあい、

参加していけるようまちづくりを進めていきます。 
（２）子どもへの社会的支援 
「子育ち」(*)の考え方に基づき、子どもが人間的に成長し、社会の一員としておとなとともに
めぐろのまちを支えあっていくための社会的な支援を行うことが重要です。 

 

＜はじめに＞ 

＜問い合わせ先＞ 

目黒区子育て支援部子ども政策課 

〒153-8573目黒区上目黒2-19-15 

℡5722-9596  Fax5722-9328

概要版 



 

 
（３）子どもと向き合うおとなの姿勢 
 子どもを、一個の人格をもった権利主体としてとらえ直し、子どもの意思を尊重し、おと 
なが子どもの目線で忍耐強く、誠実に向き合い続ける姿勢をとることが大切です。 
（４）子どもの権利と現代社会の責任 
 子どもの生存と発達、保護、参加などの権利を保障するのはおとなの義務であり、これを保障

する活動は、社会全体の責任において営まれなければなりません。 
（５）子どもの意見の尊重 
 子ども一人ひとりが自分の持っている力に気づき、自らの意思で生き抜いていく 
力を培うために、子どもの意見表明・参加の機会を保障することが求められています。 
（６）親・保護者への社会的支援 
 核家族化や地域の子育て機能低下などの社会的変化の中で、親・保護者が安心して楽し 
く子育てを行えるよう子育て環境を整え、社会的に支援していくことが求められています。 
（７）子どもの権利侵害の予防 
 親・保護者の社会的支援は、権利侵害の予防的な側面からも重要です。問題を発生さ 
せない環境をつくるとともに、問題を早期発見し、重度化を予防することが大切です。 
（８）子どもを支える地域づくり 
 家庭、学校、施設などがゆとりをもって子どもを文化的にも社会的にも支援し、楽しく 
学び、子育てができるように、地域全体でバックアップしていくことが必要です。 
 
２ 条例の目的、対象、区の責務等 

（１）条例の目的 
①「児童の権利に関する条約」に基づき、子どもの最善の利益の実現を 
めざし、子どもの権利の普及と保障をはかること 
②子ども自からの意思でいきいきと成長していくための子育ちへの環境整備、 
仕組みづくりとそのための施策の推進はかること 
③子どもとおとなの信頼関係の構築を図るとともに、豊かな地域社会を実現すること 
（２）定義 
①条例の適用対象となる「子ども」とは、区民をはじめとする区に関係のある１８歳未満の者 
②条例上用いる「学校など育ち・学ぶ施設」とは、児童福祉法施設および学校教育法、社会教育

法上の教育施設、その他子どもが主に利用する施設 
（３）区の責務 
①子どもの権利の視点に基づく子ども支援、親子支援、権利擁護の施策の推進 
②区が設置する学校など育ち・学ぶ施設における子どもの権利保障、子どもの学び、子育ち支援

の促進 
③子どもやその家庭の生活問題の発生予防や、早期発見・重度化の予防など、問題の予防を重視

した施策の促進 
④子どもを支える活動を行う区民、区民活動団体等への支援 
⑤区内の事業者に対する子ども支援への理解と協力の促進 



 

*「成長上のニーズ」：子どもたちが、成長・発達上必要とするケアや教育な
どをいいます。 

 

３ 子どもの権利の啓発と普及 

権利主体としての子ども観の確立＞ 
 区は、子どもが一個の人格をもった権利主体であることを積極的に受けとめ、その人間として

の意思と成長上のニーズ(*)を尊重していこうとする意識の醸成をはかります。 
 
 

＜子どもの権利の啓発・普及＞ 
 区は、子どもの権利について啓発と普及に努めます。 
＜自他の権利を守るための権利学習＞ 
 区は、子どもが自己の権利に気づき、学ぶとともに、他者の権利を尊重する 
責任、権利の相互尊重の精神などについて学習する機会を保障するよう努めます。 
 
４ 子育ち・子ども支援と社会の役割 

＜親・保護者の役割＞ 
 親・保護者は、子どもの最善の利益の実現に努めるとともに、子どもの成長発達を保障してい

く第一義的な担い手です。 
＜虐待・体罰の禁止＞ 
 虐待や体罰は、子どもへの身体的、精神的な暴力であり権利侵害です。 
＜学校など育ち・学ぶ施設の役割＞ 
 設置者および職員は、家庭や地域との連携のもとで、子どもを支援し、 
子どもの権利を保障します。 
＜地域における区民・区民活動団体・事業者等の役割と協働＞ 
 区は、地域において子どもを支えていくための区民、区民活動団体、事業者等による組織・ネ

ットワークづくりの促進に努めます。 
 
５ 乳幼児の権利と親子支援 

＜乳幼児の権利と親・保護者の役割＞ 
 乳幼児は、共感的な相互の信頼関係の中で成長していく権利があります。 
親・保護者は、乳幼児の第一の理解者として、これを保障するために、子ども 
の気持ちを理解し、受容し、応答していく役割を担っています。 
＜乳幼児の成長発達のための人材養成＞ 
 区は、保育、幼児教育などの場において、乳幼児の気持ちを理解し支えることのできる職員を

養成・配置するとともに関係者の研修等をおこなうよう努めます。 
＜乳幼児期の親子支援及び妊婦、ひとり親家庭の支援＞ 
 区は、子どもの成長上のニーズに対応できる親となるための学習支援、親自身の自己実現支援、

子育ちへの支援など親子支援体制を確立し、負担感の軽減をはかることが必要です。 
 



 

 
６ 子どもの意見表明・参加の支援 

＜意見の尊重と参加＞ 
 子どもは、家庭、学校など育ち学ぶ施設、地域、子どもにかかわる行政など、自己の生活に影

響を及ぼすあらゆる場において、その意見が尊重され、参加する権利が保障されます。 
＜子どもの意見反映・参加のしくみ＞ 
 区は、子どもに直接大きな影響を与える施策については、事前に子どもから意見 
を聴くよう努めるとともに、子どもが参加する会議などの開催により、地域、学校 
など育ち学ぶ施設の運営における子どもの意見反映・参加のしくみづくりに努めます。 
＜子どもの参加に必要な条件の整備＞ 
 区は、家庭、学校など育ち・学ぶ施設、地域の協力の下で、子どもの社会参加 
に必要な場や時間の確保など、子どもの参加に必要な諸条件の整備に努めます。 

７ 子どもの居場所づくりへの支援 

＜子どもの居場所＞ 
 子どもには、自分らしく生きる権利があり、ありのままの自分を受け入れて 
くれる居場所が必要です。そして誰もが、安全・安心で、適切な支援者のもと 
で自分が必要とされていると実感でき、自己実現が促進される居場所をもつことができます。 
＜公共、家庭、地域における居場所づくり＞ 
 区及び区民は、子どもの身近な生活の場において、子どもの居場所が確保されるように努める

ことが求められます。区は、既存施設あるいは新規に子どもの居場所を確保できるよう努めます。 

８ 子どもからの相談・権利擁護 

＜子どもの安心して生きる権利＞ 
 子どもは、愛情と理解をもって生まれ、育ち、あらゆる暴力や差別にさらされることなく、

平和と安全な環境のもとで、安心して生きる権利があります。 
＜子どもが安心して話ができ、相談できる場＞ 
 区は、児童館などの子ども専用の相談、子ども専用の電話、「目安箱」など、多様な方法で、

子どもが自由に、安心して相談できる場の確保に努めます。 
＜子どもの権利擁護委員等の制度＞ 
 子どもの全般的な生活の中で、権利の救済が迅速かつ的確になされる第三者機関としての

「子どもの権利擁護委員」（仮称）を設置することなど新たな権利擁護制度の設置が必要です。 

９ 子ども総合計画と区民との協働 

＜子ども総合計画の策定＞ 
 区は、子どもの権利保障の視点に立った子ども支援を進めるために子ども総合計画を策定し、

子ども施策の総合的・計画的な実施に努めます。 
＜子ども総合計画の推進と区民との協働＞ 
 区は、子ども総合計画の推進にあたっては、区民、区民活動団体、事業者等との協働により

進めるよう努めます。 
＜子ども総合計画の立案・評価等を行う組織＞ 
 区は、子ども総合計画づくりをその立案、評価等の過程を通して総合的、 
計画的に推進していくための区民や有識者等からなる組織を設置します。 


